
   

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 

背  景 
 都市部での電力供給の根幹を担う設備の一つである CV ケーブルでは高経年運用が増

加傾向にあり，その経年劣化状況の把握が急務である。絶縁破壊前駆遮断試験（以下，

前駆遮断試験）（注 1）は CV ケーブルの絶縁性能低下要因解明のために開発され(1)，当所で

は電力各社と協力して 22～77kV 撤去 CV ケーブルに対して適用し，経年による絶縁性

能低下や水トリー（注 2）発生状況等との相関性を統計的に評価している(2)。前駆遮断試験

では，絶縁性能を最も低下させる水トリーを抽出するため，最長 100m のケーブルに対

して 10cm 程度の精度で位置標定する必要があるが，今後も多数の撤去 CV ケーブルに

対して前駆遮断試験を行うため，当該試験の更なる時間短縮が課題となっている（注 3）。 

目  的 
 前駆遮断試験で絶縁性能を最も低下させる水トリーで発生する部分放電（PD）を 10cm

程度の精度で位置標定可能な新たな PD 信号測定手法を開発し，その効果を確認する。 

主な成果 
1. 計測システムの構築 

 PD 発生箇所の位置標定をするため，複数の測定箇所で測定した PD パルス信号の到達

時間の差と信号伝搬速度から PD 発生箇所を推定する伝搬時間差法を用いた。このとき，

10cm程度の位置標定精度を得るためサブナノ秒の高時間分解能で PD 信号を測定する必

要があるため（注 4），高周波アンプ（注 5）による PD 信号検出システムを試作した（図 1，2）。 

2. 前駆遮断試験への適用と位置標定精度の検証 

 試作システムを撤去 CV ケーブルの前駆遮断試験に適用した結果，開発手法で標定し

た PD 発生箇所より絶縁上の最弱点要因としての水トリーの検出に成功した（図 2 右下）。

比較的長尺である 100m 長のケーブルの場合，開発した手法により PD 発生箇所の位置

標定に要する時間は，これまでの手法と比較して 1/3 程度以下に低減できる（表 1）（注 6）。 

(1): 遠藤：「前駆現象検出による CV ケーブル絶縁破壊原因の解明」，電気学会論文誌 B，108 巻 10 号，
pp.451-458 (1988) 

(2): 髙橋ほか：「撤去 CV ケーブルの水トリー劣化調査」，平成 22 年電気学会 基礎・材料・共通部門大会，
XVI-6 (2010) 

注 1：供試ケーブルに交流高電圧をステップ的に昇圧課電し，絶縁破壊の前駆現象である部分放電（PD）
を検出して直ちに課電を停止する試験。PD 発生時の課電電圧が絶縁耐力であり，PD 発生箇所を解
析することで絶縁上の最弱点要因を把握できる。 

注 2：60kV 級以下の遮水層なし CV ケーブルでの主要な経年絶縁性能低下要因。 
注 3： PD 発生箇所の位置標定のため，これまでの技術では供試ケーブルを 2 区間に分割して PD 発生区間

を同定し，この区間をさらに 2 分割して再度同定することを繰り返している。1 回の分割と標定に要
する時間は条件にもよるが 3～6 時間である。このため，長尺ケーブルほど多大な時間を要すること
になる。 
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注 4：CV ケーブル中の PD 信号伝搬速度は約 180m/µs であり，精度 0.1ns の測定で約 1.8cm の位置標定誤
差が生じる。 

注 5：波形の立ち上がり時刻の測定に特化し，1GHz 以上の周波数帯域を有する汎用 IC を使用。 
注 6： 前駆遮断試験の実施には，位置標定以外にケーブル両端の端末加工に 2～3 日，ケーブルの搬入作業

に 1 日必要。 
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図 1 試験形態の例 

 

 

図 2 PD パルス信号の測定例と位置標定された PD 発生箇所から得た水トリー(ボウタイトリー) 

 

表 1 従来手法と開発した手法の比較 

項目 従来手法 開発した手法

PD測定方法 400kHzの同調式PD測定器
400kHzの同調式PD測定器(課電の高速遮断のため)と

周波数帯域1MHz～1GHz以上のPDパルス波形測定の併用

PD発生箇所位置標定手法
ケーブルを高周波的に2区間に分割してPD発生

箇所を含む区間を同定。この区間をさらに2分
割してPD発生箇所を同定。これを繰り返す。

PDパルス信号の伝搬時間差より算出。

100mのケーブルに対して
位置標定に要する期間
(位置標定精度：約10cm)

3～6日間 1～2日間

 


